
準用、普通河川等の適正な機能維持等を総合的に管理することにより、河川が適正に利用され、流水の正常な機能が
維持されることにより、河川災害防止をもって、公共の安全保持することを目的とする。

予算の増額要望を行うとともに、限られた予算の中で緊急性等を総合的に判断しながら対応する。

今後の
方向性

河川災害を防止する治山・治水
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部公園河川課

事業： 河川管理事業 0333

05

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

河川機能が確保でき、河川災害が防止できた。

A

河川機能の維持のために、適正な維持管理や必要な修繕及び補修・改修
工事を行った。

A
A

A

目

標

準用河川・普通河川の適正な機能維持のため管理を行い、また、準用河川の適正な資産の管理を行う。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

21,256

17,498

0.35

0.50

16,076

0

0

1,422

一人あたり

世帯あたり 450

195

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

17,377

17,274

0

0

103

21,602

0.55

0.00

457

196

121

-1,198

0

0

1,319

-346

-0.20

0.50

-7

-1

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

3,758

0

事業費（決算額） 17,498

4,225

0

17,377

-467

0

121 (千円)

 (千円)

 (千円)
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